職業能力開発校会計処理規程　（例）
（目　的）

第1条　この規程は，　　（訓練校名）　　　の認定訓練助成事業費補助金に関する会計処理の基準を定め，すべての取引を正確かつ明瞭に経理することを目的とする。
（適　用）

第2条　　　（訓練校名）　　　の認定訓練助成事業費補助金の会計処理に関する事務については，定款，法令，県の条例及び他の規則（以下，「法令等」という。）に定めのあるもののほか，この規程の定めるところによる。

（会計年度）

第3条　会計年度は，毎年4月1日から翌年3月31日までとする。

（会計機関）

第4条　この規程の会計事務の所掌は次のとおりとする。

　(1) 出納命令役は，協会長または代表者
(2) 現金出納役は，校長
(3) 物品管理役は，協会長又は代表者
(4) 物品出納役は，校長
（会計機関の職務）

第5条　出納命令役は，収入又は支出の内容を調査決定のうえ債務者に対する納入の請求並びに現金出納役に対する現金，預金，小切手，郵便為替証書，手形（以下「現金」という。）の出納命令を担当する。
2　現金出納役は，前項の規定による出納命令役の命令を受けて現金の出納保管を担当する。
3　物品管理役は，物品（現金以外の一切の動産をいう。）の管理及び物品出納役に対する物品の出納命令を担当する。
4　物品出納役は，前項の規定による物品管理役の命令を受けて物品の出納保管及び物品の供用を担当する。
（伝票の取扱い）

第6条　現金の出納に当たっては，収入・支出伝票（様式第1号。以下「会計伝票」という。）を使用するものとする。

2　会計伝票は，取引発生の事実に基づいて発行するものとする。
3　会計伝票には，取引を証する証拠書類を添付しなければならない。ただし，特別の事由があるとき又は証拠書類を徴し難いときは，写し又は現金出納役の支払い証明をもってこれに替えることができる。
4　会計伝票は，1件ごとに1伝票とする。ただし，同一目的のものについてはこの限りではない。

（主要帳簿）

第7条　取引の全体を記録するため次の帳簿を備えるものとする。
　(1) 現金出納簿（様式第2号）
　(2) 収入整理簿（様式第3号）
　(3) 予算差引簿（様式第4号）
2　前項のほか必要があるときは，所要帳簿を備えることができる。
（記帳の方法）

第8条　帳簿は，会計伝票に基づき1件ごとに記帳するものとする。
（帳簿の更新）

第9条　帳簿は，原則として会計年度ごとに更新する。

（科　目）
第10条　収入科目並びに支出科目の補助対象経費及び補助対象外経費に係る区分，配列及び内容は，別表第1及び第2のとおりとする。
（出納責任者の業務）

第11条　現金の出納は，現金出納役がこれを行う。
2　現金の出納は，出納役の押印がある第6条に定める会計伝票によるほかこれを行うことはできない。
3　原則として，現金の出納と会計伝票の作成を同一人物が行ってはならない。

（領収書の発行）

第12条　現金を収納したときは，領収書を発行しなければならない。ただし，債務者から銀行，郵便局（以下「銀行等」という。）に振り込まれた場合は，領収書の発行を省略することができる。

2　前項の規定による領収書の発行は，現金出納役以外の者が行ってはならない。
（現金の支払い）

第13条　現金出納役が現金の支払いを行う場合は，債権者の請求書又はその取引を証する
書類により，会計伝票に基づいてこれを行うものとする。
2　現金の支払いについては，受取人の記名押印のある領収書を受け取らなければならない。ただし，領収書を徴し難い場合は，現金出納役の支払証明をもってこれに替えることができる。
3　銀行等に振込支払を行ったときは，振込依頼銀行等の振込証明書等をもってこれに替えることができる。
（手持ち現金）

第14条　現金出納役は，日々の現金支払いに充てるため　（金額）　円以内の手持ち現金をおくことができる。

（予算）
第15条　すべての収入支出は，予算に計上するものとする。
2　予算外の支出若しくは予算超過の支出に充てるため，予備費を設けることができる。
3　支出予算は，別表第2における運営，施設及び設備費区分のそれぞれの補助金額に，その2分の1以上の額を加えた額を計上しなければならない。
（支出の制限）

第16条　補助対象経費として，別表2に掲げる項目以外の支出をすることはできない。
（予算の流用等）

第17条　補助対象経費及び補助対象外経費の各科目間については，予算の執行上必要がある場合に限り，出納命令役の承認を得て相互に流用することができる。

2　補助対象経費は，運営，施設及び設備費区分のそれぞれの補助金額に，その2分の1の額を加えた額未満に減ずることはできない。
（年度決算）

第18条　協会長又は代表者は，毎事業年度末における認定訓練助成事業費補助金の収支決算及びこれらの付属明細書を翌事業年度4月1日までに作成し，監事又は監査役の監査を受けなければならない。

（物品の範囲）

第19条　この規程で，物品とは，認定訓練助成事業費補助金で購入した機械器工具類，什器，訓練用教材類，訓練実習消耗品，図書及び郵便切手類をいう。
（物品の区分）

第20条　物品は，備品，消耗品及び郵便切手類の3種類に区分して整理しなければならない。この区分のうち備品とは補助金の設備費購入品とする。

（物品の所属年度）

第21条　物品の所属年度は，現に物品を出納した日で区分しなければならない。

（物品出納の定義）

第22条　物品の出納とは，その消耗売却を出とし，購入を納とする。

（物品の検査）

第23条　物品管理役は，購入，加工及び修繕等に係る物品の引渡しを受けるときは検査を担当する職員（以下「検査員」という。）に検査させなければならない。

2　検査員は，その物品の品質，形状及び員数等につき発注内容と相違ないか否かを検査し，異状がない場合は納品書等に検収印を押し，受領したことを明らかにしなければならない。

（供　用）

第24条　物品出納役は，その保管する物品を物品管理役の出納命令を受けることなく供用することができる。
（物品の処分）
第25条　物品のうち使用不能のものがあるときは，物品出納役は物品管理役の承認を受け，売却又は棄却処分しなければならない。
2　物品のうち取得価格50万円以上の物品については，知事の承認を受けた後でなければ処分することはできない。

3　物品処分代金は収納しなければならない。

（物品関係帳簿等）
第26条　物品の保管，出納の状況を明瞭にするため次の帳簿を備えるものとする。

　(1) 物品出納簿（様式第5号）
　(2) 消耗品受払簿（様式第6号）
　(3) 郵便切手類受払簿（様式第7号）
2　帳簿は会計年度ごとに更新する。ただし，物品出納簿については，継続記録とする。
（受払簿に記載を要しない物品）

第27条　次の物品は，受払簿の記載を省略することができる。

　(1) 官報，公報，新聞，職員録，パンフレット，法規追録等
　(2) 購入後直ちに消費する飲食物
　(3) 訓練実習消耗品のうち購入後直ちに消費する消耗品
　(4) 前各号のほか購入後直ちに消費し，保管のいとまがない物品
（帳簿の記載）
第28条　帳簿の記載は，その記録の原因発生のつど直ちにこれをしなければならない。ただし，これにより難いものがあるときいは一括記帳することができる。

（物品の表示）

第29条　備品には，焼印，貼紙，ペン書その他品質に応じた方法でその旨の表示をしなければならない。

（契　約）

第30条　予定価格30万円以上の物品購入又は1件の予定価格30万円以上の工事は，一般競争契約によらなければならない。ただし，出納命令役がこれによることが著しく不適当と認めるときはこの限りでない。
2　前項以外の物品購入及び工事を行うときは随意契約とすることができる。

3　随意契約によろうとするときは，2人以上の者から見積書を徴しなければならない。ただし，次の各号に該当するときは見積書を省略することができる。

　(1) 官報，法令等，郵便切手類，新聞等を購入するとき。
　(2) 水道料，電気料及び電話料。
　(3) 車又は会場を借り上げるとき。
　(4) 図書を販売価格そのままの価格で購入するとき。
　(5) 予定価格が5,000円未満のとき。
　(6) 前各号に掲げるほか見積書を徴する必要がないと認めたとき。
（事務引継）

第31条　第4条による職員及び会計事務担当者が交代の時は，前任者は7日以内に後任者に事務引継を行わなければならない。
2　前項の引継は，その保管する現金及び物品，帳簿書類等の目録を作成し，関係帳簿類を確認のうえ双方連署して押印するものとする。
（その他）

第32条　この規程に定めるもののほか会計手続，その他必要な事項は別に定める。

　　付　　則

　この規程は，平成　　年　　月　　日から施行する。

別表第1（第10条関係，収入予算及び支出予算（補助対象外経費）科目名）

Ⅰ　収入予算

	予算科目
	内　　　　　　容
	算　出　方　法

	1 繰越金
	前年度剰余金
	

	2 入学金
	認定職業訓練団体の総会，理事会等で決定された入学金及び授業料
	入学金×訓練生数

	3 授業料
	
	授業料×訓練生数×訓練月数

	4 県補助金
	認定訓練助成事業費補助金交付要項に基づく補助金
	

	5 市町村補助金
	市町村による補助金
	

	6 負担金
	認定校へ訓練生を派遣している事業主の分担金
	分担金×派遣事業者数

	7 団体（事業主）

自主運営費
	認定職業訓練団体の総会，理事会等で決定された訓練実施主体の自主運営財源
	

	8 雑収入
	
	

	
	(1)寄付金
	収入見込の確実な寄付金
	

	
	(2)預金利子
	預金利子
	

	9 その他
	建設雇用改善助成金等
	


Ⅱ　支出予算（補助対象外経費）

	予算科目
	内　　　　　　容
	算　出　方　法

	1 福利厚生費
	(1)教務職員，訓練生の健康診断に要する経費
	単価×人員

	2 退職手当積立金
	教務職員の退職金の積立金
	年額

	3 事務所借上費
	訓練事務を行う事務所借上に要する経費
	月額×借上月(日)数

	4 事務費
	訓練管理事務に必要な備品，文房具類，用紙類等の購入に要する経費
	単価×数量

	5 交通費
	職業訓練指導員，講師及び教務職員等の訓練運営のために要する経費
	月額×月数

	6 会議費
	指導員講師会議，入校修了式等会場借上費及び食料費
	1回単価×回数

	7 交際費
	校長等が訓練事業の円滑な運営を図るための慶弔等に要する経費
	月額×月数

	8 会費
	関係団体等の会費
	

	9 雑費
	他の科目に属さないもの又は分類不能な経費
	

	10予備費
	予算外の支出又は予算超過の支出に充てるため一定額を計上するもの。予備費を補助対象経費へ流用した場合，流用手続が必要である。
	


別表第2（第10・15・16条関係，支出予算（補助対象経費）科目名）

	区分
	予算科目
	内　　　容
	算出方法

	運営費〔普通課程・専門課程・短期課程（ME及びME以外）
	1 1号経費
	集合して行う訓練の

	
	
	(1)指導員手当・謝金
	指導員の謝金又は手当（賞与含む）
	単価×訓練時間(月)数

	
	
	(2)講師手当・謝金
	講師の謝金又は手当（賞与含む）
	

	
	
	(3)教務職員手当・謝金
	教務職員の謝金又は手当（賞与含む）
	

	
	2 2号経費
	集合して行う訓練に直接必要な

	
	
	(1)器具購入借上修
繕費
	机，いす，実験・測定・体育用機械器具の購入費（単価2万円以下），借上費，修繕費
	単価×数量等

	
	
	(2)建物借上修繕費
	建物の借上費，修繕費
	月額×借上月(日)数

	
	
	(3)光熱水費
	電気・水道・ガス使用料，暖房費
	

	
	3 3号経費
	

	
	
	(1)指導員研修費
	職業訓練指導員を対象として行われる研修会に職業訓練指導員が参加するために要する旅費等の経費（旅費，日当，宿泊費，参加料）
	単価×人員

	
	
	(2)訓練生合同研修
費
	訓練生を対象として行われる合同学習会に参加するために要する旅費等の経費（3(1)に同じ）
	　　〃

	
	4 4号経費
	集合して行う訓練の

	
	
	(1)教科書費
	教科書の購入・作成に要する経費
	単価×数量

	
	
	(2)印刷費
	訓練に必要な印刷費
	　　〃

	
	
	(3)教材費
	掛け図，模型その他教材に要する経費
	　　〃

	
	
	(4)試験材料費
	試験の材料に要する経費
	　　〃

	
	
	(5)消耗品費
	訓練に必要な消耗品費
	　　〃

	
	
	(6)図書購入費
	訓練に必要な参考図書購入費
	　　〃

	
	5 5号経費
	以下(1)～(5)に該当するもの

	
	
	(1)連絡会議費（共
同校のみ）
	認定職業能力開発校構成事業主との連絡通信及び会議資料作成に要する経費（郵便料，電話料，印刷費，消耗品費）
	単価×数量
（印刷・消耗品費）

	
	
	(2)薬品購入費
	消火器薬品，救急薬品等の購入に要する経費（消化器薬品，救急薬品，除草剤，殺虫剤）
	単価×数量

	
	
	(3)証書等印刷購入
費
	訓練修了証書，技能照査合格証書の作成に要する経費（修了証書，技能照査合格証書，訓練日誌，訓練生出席簿，訓練生生活指導要録の印刷費及び購入費）
	　　〃

	
	
	(4)協会関係費
	職業能力開発協会の主催する職業訓練大会等への出席に要する経費
	単価×人員

	
	
	(5)訓練生募集経費
（共同校のみ）
	募集案内に関する経費（ポスター，パンフレット等。事業所名入りは除く）
	単価×数量

	施設費
	6 施設費
	別に指定されたもの
	

	設備費
	7 設備費
	別に指定されたもの
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